
　

市
民
病
院
に
つ
い
て
は
、
療

養
病
床
へ
の
特
化
に
向
け
た
取

り
組
み
を
進
め
る
と
と
も
に
、

加
佐
診
療
所
の
診
療
体
制
の
充

実
を
図
り
ま
す
（
１
㌻
参
照
）。

　

ま
た
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
の
増
設
な
ど
、
福
祉
の
充

実
を
は
じ
め
、
安
全
で
良
質
な

水
道
水
を
安
定
供
給
す
る
た
め

の
水
道
施
設
の
整
備
、
全
市
水

洗
化
に
向
け
た
下
水
道
の
整
備

な
ど
、
快
適
で
暮
ら
し
や
す
い

ま
ち
づ
く
り
に
重
点
を
お
い
た

配
分
と
し
ま
し
た
。

構
」
の
設
立
に
向
け
て
の
協
議

を
進
め
、
中
丹
地
域
医
療
再
生

計
画
の
着
実
な
推
進
に
取
り
組

み
ま
す
（
１
㌻
参
照
）。

　

ま
た
、
中
学
校
給
食
の
モ
デ

ル
校
で
の
実
施
や
生
後
３
～
４

か
月
の
乳
児
が
い
る
す
べ
て
の

家
庭
を
訪
問
す
る
「
こ
ん
に
ち

は
赤
ち
ゃ
ん
事
業
」（
左
下
記
事

参
照
）、
子
育
て
応
援
住
宅
助
成

金
の
継
続
な
ど
教
育
・
子
育
て

環
境
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

《
市
民
に
役
立
つ
市
役
所
づ
く

り
》
公
共
施
設
の
市
民
ニ
ー
ズ

に
促
し
た
最
適
な
管
理
運
営
を

図
る
た
め
の
調
査
・
検
討
や
市

が
行
っ
て
い
る
事
業
に
対
し
、

外
部
か
ら
の
視
点
を
取
り
入
れ

た
公
開
事
業
評
価
（
下
欄
に
関

連
記
事
）
の
実
施
な
ど
行
財
政

改
革
の
推
進
に
引
き
続
き
取
り

広報まいづる／平成24年（2012）４月１日号　　　（４）（５）

会計別予算規模

一般会計歳入

一般会計歳出（性質別）

一般会計歳出（款別）

市債の状況

区　　　　分 24年度 23年度
（6月補正後） 伸び率

一 般 会 計 345億6,174万円 334億5,517万円 3.3%

特　

別　

会　

計

国 民 健 康 保 険 事 業 91億4,396万円 91億 50万円 0.5%
簡 易 水 道 事 業 6億5,043万円 7億7,421万円 -16.0%
土 地 建 物 造 成 事 業 422万円 431万円 -2.1%
貯 木 事 業           1,502万円 200万円 651.0%
公設地方卸売市場事業 2,053万円 2,528万円 -18.8%
下 水 道 事 業    48億8,682万円 46億8,832万円 4.2%
駐 車 場 事 業          2,448万円 2,471万円 -0.9%
介 護 保 険 事 業 77億9,826万円 73億 748万円 6.7%
後期高齢者医療事業 11億3,754万円 10億8,676万円 4.7%

計 236億8,126万円 230億1,357万円 2.9%

企
業
会
計

水 道 事 業 26億4,647万円 27億2,174万円 -2.8%
病 院 事 業 11億6,503万円 15億8,170万円 -26.3%

計 38億1,150万円 43億 344万円 -11.4%
合　　　　　　　計 620億 545万円 607億7,218万円 2.1%

区       分
24年度 23年度

（6月補正後） 伸び率
予算額 構成比

自
主
財
源

市 税 138億9,990万円 40.2% 143億6,640万円 -3.2%

繰 入 金 8億6,510万円 2.5% 3億1,479万円 174.8%

諸 収 入 15億 251万円 4.3% 12億3,221万円 21.9%

そ の 他 10億3,385万円 3.1% 10億5,193万円 -1.7%

計 173億 136万円 50.1% 169億6,533万円 2.0%

依
存
財
源

国 庫 支 出 金 47億6,938万円 13.8% 49億8,766万円 -4.4%

地 方 交 付 税 43億5,300万円 12.6% 39億 900万円 11.4%

市 債 39億5,230万円 11.4% 30億4,970万円 29.6%

府 支 出 金 25億7,120万円 7.4% 27億5,338万円 -6.6%

そ の 他 16億1,450万円 4.7% 17億9,010万円 -9.8%

計 172億6,038万円 49.9% 164億8,984万円 4.7%

合           計 345億6,174万円 100.0％ 334億5,517万円 3.3％

区分
24年度 23年度

（6月補正後） 伸び率
予算額 構成比

義
務
的
経
費

扶 助 費 80億 506万円 23.2% 81億3,072万円 -1.5%
人 件 費 62億2,291万円 18.0% 60億3,173万円 3.2%
公 債 費 36億 606万円 10.4% 36億8,063万円 -2.0%

計 178億3,403万円 51.6% 178億4,308万円 -0.1%

そ　

の　

他

物 件 費 43億1,529万円 12.5% 44億7,132万円 -3.5%
補 助 費 等 24億5,932万円 7.1% 23億7,795万円 3.4%
繰 出 金 41億8,175万円 12.1% 39億8,890万円 4.8%

投 資 及 び 
出資貸付金 8億5,340万円 2.5% 7億3,440万円 16.2%

維持補修費 2億5,707万円 0.7% 2億5,082万円 2.5%
積 立 金 2億2,023万円 0.6% 910万円 2318.5%
予 備 費 1,000万円 0.0% 1,000万円 0.0%

計 122億9,706万円 35.5% 118億4,249万円 3.8%
普通建設事業費 44億2,697万円 12.9% 37億6,960万円 17.4%
災 害 復 旧 費 368万円 0.0% ー 皆増

合　　　計 345億6,174万円 100.0% 334億5,517万円 3.3%

区       分
24年度 23年度

（6月補正後） 伸び率
予算額 構成比

議 会 費 3億6,668万円 1.1% 4億1,064万円 -10.7%
総 務 費 39億5,493万円 11.4% 32億8,438万円 20.4%
民 生 費 122億6,529万円 35.5% 123億6,316万円 -0.8%
衛 生 費 32億3,346万円 9.4% 32億7,418万円 -1.2%
労 働 費 1億3,993万円 0.4% 2億4,812万円 -43.6%
農 林 水 産 業 費 5億3,980万円 1.6% 6億8,877万円 -21.6%
商 工 費 13億4,453万円 3.9% 11億7,046万円 14.9%
土 木 費 45億7,526万円 13.2% 42億8,242万円 6.8%
消 防 費 13億1,366万円 3.8% 13億8,141万円 -4.9%
教 育 費 32億 846万円 9.3% 26億6,100万円 20.6%
災 害 復 旧 費 368万円 0.0% ー 皆増
公 債 費 36億 606万円 10.4% 36億8,063万円 -2.0%
予 備 費 1,000万円 0.0% 1,000万円 0.0%

合           計 345億6,174万円 100.0% 334億5,517万円 3.3%

区　　　分 24年度末見込み 23年度末見込み 増　減
一 般 会 計 342億 493万円 333億9,411万円 8億1,082万円
特 別 会 計 309億2,333万円 304億4,342万円 4億7,991万円
企 業 会 計 58億4,365万円 59億9,087万円 -1億4,722万円
合　　　計 709億7,191万円 698億2,840万円 11億4,351万円

区　　　分 24年度末見込み 23年度末見込み 増　減
一 般 会 計 86億4,859万円 92億9,346万円 -6億4,487万円
特 別 会 計 37億6,278万円 40億8,482万円 -3億2,204万円
合　　　計 124億1,137万円 133億7,828万円 -9億6,691万円

４月下旬、新聞折り込み

財政特集号

　平成 24 年度に取り組む主
な事業を分かりやすく紹介
する「広報まいづる財政特
集号」を４月下旬に新聞折
り込みでお届けします（希
望者には無料で郵送。財政
課でも配布）。問同課（☎
66・1046）

　

平
成
24
年
度
は
、「
住
ん
で
よ
し
、
働
い
て
よ

し
、
訪
れ
て
よ
し
の
『
選
ば
れ
る
ま
ち
づ
く
り
』」

を
推
進
す
る
た
め
、「
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
」

「
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
」「
市
民
に
役
立
つ
市
役

所
づ
く
り
」
の
３
つ
を
重
点
事
項
と
し
て
、
積

極
的
な
予
算
を
編
成
し
ま
し
た
。
一
般
会
計
は
、

３
４
５
億
６
，
１
７
４
万
円
（
対
前
年
度
６
月

　

昨
年
11
月
に
実
施
し
た
公
開

事
業
評
価
で
議
論
し
た
９
事
業

に
つ
い
て
、
評
価
結
果
と
あ
わ

せ
、
議
論
を
通
じ
て
い
た
だ
い

た
多
く
の
意
見
を
参
考
に
総
合

的
に
判
断
し
、
平
成
24
年
度
予

算
を
編
成
し
ま
し
た
。
な
お
、

市
民
生
活
へ
の
影
響
を
考
慮
す

る
必
要
が
あ
る
も
の
に
つ
い
て

は
、
現
行
ど
お
り
の
事
業
を
継

続
す
る
と
と
も
に
、
事
業
の
見

直
し
が
必
要
な
も
の
に
つ
い
て

は
、
で
き
る
限
り
早
期
に
今
後

の
方
向
性
が
出
せ
る
よ
う
検
討

を
進
め
て
い
き
ま
す
。　

　

予
算
へ
の
反
映
状
況
な
ど
は

左
表
の
と
お
り
。
市
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
も
掲
載
。

　

詳
し
く
は
、企
画
政
策
課
（
☎

66
・
１
０
４
２
）
へ
。

　

昨
年
度
か
ら
実
施
し

て
い
る
意
欲
あ
る
事
業

者
の
新
た
な
取
り
組
み

に
係
る
必
要
な
経
費
を

助
成
す
る
「
リ
ー
デ
ィ

ン
グ
産
業
チ
ャ
レ
ン
ジ

フ
ァ
ン
ド
」
を
今
年
度

も
募
集
し
ま
す
（
昨
年

度
は
６
事
業
を
採
択
）。

▪
対
象
事
業
者　

❖
市

内
に
事
業
所
を
持
つ
法

人
ま
た
は
個
人
（
①
）
❖

主
に
①
で
組
織
さ
れ
る

団
体
❖
①
と
高
等
教
育

機
関
な
ど
と
の
連
携
体

▪
対
象
事
業　

❖
新
た

な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の

構
築
❖
新
商
品
の
研
究

開
発
❖
ブ
ラ
ン
ド
事
業

に
お
け
る
販
路
開
拓
な

ど
に
関
す
る
事
業

▪
事
業
の
採
択　

４
月

補
正
後
予
算
比
３
・
３
％
の
増
）、
特
別
会
計
は
、

２
７
４
億
９
，
２
７
６
万
円
（
同
０
・
６
％
の
増
）

で
総
額
６
２
０
億
５
，４
５
０
万
円
（
同
２
・
１
％

の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
事
業
の
内
容
は
、
４
月
下
旬
に
発
行
す

る
「
広
報
ま
い
づ
る
財
政
特
集
号
」
で
紹
介
し

ま
す
。

一
般
会
計

《
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
》
観
光

の
振
興
を
図
る
た
め
、
地
域
の

良
さ
や
特
長
を
最
も
よ
く
知
る

地
元
が
企
画
す
る
着
地
型
観
光

や
海
・
港
、
赤
れ
ん
が
な
ど
の

舞
鶴
ブ
ラ
ン
ド
を
生
か
し
た
観

光
誘
客
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

ま
た
、
地
域
経
済
の
活
性
化

を
図
る
た
め
、
リ
ー
デ
ィ
ン
グ

産
業
チ
ャ
レ
ン
ジ
フ
ァ
ン
ド
（
左

下
記
事
参
照
）
の
継
続
や
海
外

販
路
の
開
拓
の
ほ
か
、
ビ
ジ
ネ

ス
マ
ッ
チ
ン
グ
（
※
）
を
支
援

す
る
サ
イ
ト
「（
仮
称
）
ま
い
づ

る
元
気
産
業
情
報
館
」
の
開
設

な
ど
、
新
た
な
産
業
の
創
出
に

取
り
組
み
ま
す
。

《
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
》
東
日
本

大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま
え
、
地

域
防
災
計
画
の
見
直
し
や
海
抜

表
示
板
の
設
置
な
ど
、
防
災
対

策
の
充
実
・
強
化
に
取
り
組
む

特
別
会
計

ほ
か
、「（
仮
称
）
舞

鶴
地
域
医
療
連
携
機

市
債
、
基
金
・
積
立
金
の
状
況

　

平
成
24
年
度
末
で
の
市

債
残
高
（
市
の
借
金
）
は
約

７
１
０
億
円
、
基
金
・
積
立

一
般
会
計　

３
４
５
億
６
，
１
７
４
万
円

特
別
会
計　

２
７
４
億
９
，
２
７
６
万
円

25
日
（
水
）
商
工
観
光

セ
ン
タ
ー
で
公
開
プ
レ

ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
開

催
。
そ
の
後
、
専
門
家

な
ど
で
構
成
す
る
「
フ

ァ
ン
ド
委
員
会
」
が
内

容
を
審
査
し
、
採
択
事

業
を
決
定
（
今
年
度
は

６
件
程
度
を
予
定
）。
決

定
は
５
月
中
旬
。

▪
交
付
金
額　

事
業
実

施
に
必
要
な
額
（
限
度
額

１
，
０
０
０
万
円
。
概

算
払
い
が
可
能
）

▪
申
し
込
み
方
法　

所

定
の
用
紙
（
産
業
振
興
・

雇
用
対
策
課
に
備
え
付

け
。
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）で
。

４
月
20
日
（
金
）
必
着
。

　

詳
し
く
は
、
同
課
（
☎

66
・
１
０
２
１
）
へ
。

　

地
域
経
済
の
景
気
回
復
の

見
通
し
が
依
然
と
し
て
不
透

明
な
中
、
市
内
中
小
企
業
の

資
金
繰
り
の
負
担
を
軽
減

し
、
経
営
の
安
定
化
を
図
る

た
め
、
融
資
期
間

を
最
長
10
年
と
す

る
「
中
小
企
業
経

営
改
善
特
別
融
資

（
舞
十
年
）」
を
新
た
に
創
設

し
ま
し
た
。

▪
融
資
対
象　

市
内
の
中
小

企
業
で
次
の
い
ず
れ
に
も
該

当
。
❖
同
一
の
事
業
を
１
年

以
上
継
続
し
て
い
る
❖
前
年
度

に
比
べ
て
経
営
状
況
が
悪
化
し

て
い
る

▪
資
金
使
途　

運
転
資
金

▪
融
資
限
度
額　

１
，
５
０
０

万
円
（
す
で
に
市
の
中
小
企
業

資
金
融
資
を
利
用
し
て
い
る
人

は
、
既
存
の
借
入
額
と
合
わ
せ

て
１
，
５
０
０
万
円
）

▪
融
資
期
間　

10
年
以
内

▪
融
資
利
率　

年
１
・
７
％

▪
保
証
人
担
保　

京
都
信
用

保
証
協
会
の
保
証
が
必
要

（
連
帯
保
証
人
と
担
保
は
不

要
。
た
だ
し
、
法
人
代
表
者

の
連
帯
保
証
は
必

要
）。
信
用
保
証

料
の
２
分
の
１
を

補
給
。

▪
申
し
込
み
先　

同
融
資
制

度
取
扱
金
融
機
関
で
受
け
付

け
。

　

詳
し
く
は
、
観
光
商
業
課

（
☎
66
・
１
０
２
４
）
へ
。

経
営
改
善
特
別
融
資
を
創
設

　

中
小
企
業
の
経
営
安
定
化
へ

基金・積立金の状況

　

災
害
・
避
難
情
報
な
ど
を
お

知
ら
せ
し
、
適
確
な
災
害
対
応

を
行
っ
て
い
た
だ
く
た
め
、
４

月
１
日
よ
り
Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ
（
ａ
ｕ
）

と
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
モ
バ
イ
ル
の

携
帯
電
話
へ
「
緊
急
速
報
メ
ー

ル
（
※
）」
の
配
信
を
開
始
。

緊
急
速
報
メ
ー
ル
を
配
信

災
害
や
避
難
情
報
な
ど　

詳
し
く
は
、
危
機
管
理
・

防
災
課（
☎
66
・
１
０
８
９
）へ
。

　

市
で
は
、
４
月
か
ら
安
心
し

て
子
ど
も
を
産
み
育
て
ら
れ
る

環
境
づ
く
り
の
一
環
と
し
て
、

地
域
の
民
生
児
童
委
員
と
主
任

児
童
委
員
が
生
後
３
～
４
か
月

の
乳
児
の
い
る
す
べ
て
の
家
庭

を
訪
問
し
、
子
育
て
に
関
す
る

情
報
提
供
な
ど
を
行
う
「
こ
ん

に
ち
は
赤
ち
ゃ
ん
事
業
」
を
実

施
し
ま
す
。
育
児
の
不
安
や
悩

み
な
ど
に
つ
い
て
も
気
軽
に
ご

相
談
く
だ
さ
い
。

　

対
象
や
訪
問
時
期
な
ど
は
次

の
と
お
り
。

▪
対
象　

平
成
24
年
４
月
１
日

以
降
に
生
ま
れ
た
乳
児
の
い
る

家
庭

▪
訪
問
時
期
と
回
数　

生
後
３

～
４
か
月
の
間
に
１
回
（
訪
問

開
始
は
７
月
以
降
）

子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
を
応
援

こ
ん
に
ち
は
赤
ち
ゃ
ん
事
業

※
緊
急
速
報
メ
ー
ル
…
気
象
庁
が
配

信
す
る
緊
急
地
震
速
報
や
国
や
地
方

公
共
団
体
が
配
信
す
る
災
害
・
避
難

情
報
な
ど
を
特
定
エ
リ
ア
（
舞
鶴
市

全
体
）
へ
一
斉
配
信
す
る
サ
ー
ビ
ス
。

緊
急
速
報
メ
ー
ル
が
配
信
さ
れ
る
と

携
帯
電
話
の
画
面
に
ポ
ッ
プ
ア
ッ
プ

（
配
信
内
容
を
自
動
表
示
）
し
、
専
用

の
着
信
音
と
バ
イ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
で

エ
リ
ア
内
に
い
る
人
に
災
害
・
避
難
情

報
を
強
制
配
信
し
、
お
知
ら
せ
し
ま

す
。
申
し
込
み
や
費
用
は
不
要
で
す
。

な
お
、
機
種
に
よ
り
受
信
で
き
な
い

場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
詳
細
は
Ｋ

Ｄ
Ｄ
Ｉ
（
☎
０
０
７
７
・
７
・
１
１
１
）、

ソ
フ
ト
バ
ン
ク
モ
バ
イ
ル
（
☎

０
８
０
０
・
９
１
９
・
０
１
５
７
）

へ
。
Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ
の
携
帯
電

話
に
つ
い
て
は
昨
年
９
月
か
ら

同
様
の
サ
ー
ビ
ス
「
緊
急
速
報

エ
リ
ア
メ
ー
ル
」
を
配
信
中
。

公開事業評価の予算への反映状況

事業名 評価結果 24 年度予算や事業計画などへの反映状況
予算額（単位：万円）

24 年度 23 年度

舞鶴市公共交通利用者駐車場使用料補助金 市実施（内容・
規模見直し）

現行どおり実施（利用促進策の抜本的見直しを推進）
❖鉄道を存続し利便性を維持するためには、利用者の減少を食い止めることが不可
欠であり、駐車場使用料補助は最も有力な方策の一つとして認識
❖交通事業者による制度運営については、引き続き検討
❖効果的な利用促進策について抜本的な見直しを推進

1,110 1,110

水洗便所等改造資金貸付 市実施（現行
どおり）

現行どおり実施（滞納整理を強化）
❖滞納の増加により、貸付金の回収を懸念する意見が多かったことを踏まえ、連帯
保証人への早期催告の実施など滞納整理を強化

12,000 13,200

粗大ごみ戸別収集経費 市実施（内容・
規模見直し）

現行どおり実施（収集のあり方について検討）
❖①宅内サービスの検証②手続きの簡略化③収集回数の集約化（週１回から月１回
へ）の課題について整理・検討し、24 年度内に対応方針を決定

411 411

新技術・新商品開発推進促進事業 不要 廃止 ー 255

イルミネーション設置事業 市実施（委託・
委託拡充）

設置手法、委託先などを見直して実施
❖通年設置による経費削減について一部で試験的に実施し効果を検証
❖商店街や NPO 法人などと連携し、市民参加型の取り組みとして実施
❖他の事業との総合化について検討

270 300

赤れんが博物館管理運営経費 市実施（内容・
規模見直し）

展示内容などを充実して実施（今後のあり方について検討）
❖展示の解説方法などの検討
❖現行の管理運営体制による展示内容などの充実
❖赤れんがパークとの連携を図った管理体制の検討

2,286 2,323

医療費通知事業 不要 国および府の基準により年２回通知する必要があるため、回数を削減して実施
❖年６回（２か月に 1 回）の通知を年２回（４月と 10 月）に変更 394 608

水道料金集金人制度 市実施（内容・
規模見直し）

制度利用者の削減対策と集金人の業務を見直して実施
❖制度利用者に対し、集金から直接納付（口座振替やコンビニエンスストアでの納
付など）への変更を依頼
❖集金人４人のうち２人を主に滞納整理の業務に変更

984 1,058

職員（委託）研修費・高度救急体制充実強
化事業

市実施（現行
どおり）

研修内容を拡充して実施
❖高年齢化している救急救命士の若返りを図るため、１名を新規養成
❖救急救命士は、当面 50 歳未満の現体制（18 人）の確保のため計画的に養成する
とともに、国や府が実施する研修を含め 25 年度以降の受講を計画

748 726

※
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
…
企
業
の

事
業
展
開
を
支
援
す
る
目
的
で
、
事

業
パ
ー
ト
ナ
ー
（
見
込
み
顧
客
や

仕
入
れ
先
、
提
携
先
な
ど
）
と
出

会
う
機
会
を
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス

金
残
高
（
市
の
貯
金
）
は
約

１
２
４
億
円
と
な
る
見
込
み
で

す
。
23
年
度
末
と
比
べ
る
と
交

付
税
の
代
替
措
置
で
あ
る
臨
時

財
政
対
策
債
残
高
が
増
加
す
る

こ
と
な
ど
か
ら
、
市
債
残
高
は

約
11
億
４
，
０
０
０
万
円
増
加

（
一
般
会
計
８
億
１
，
０
０
０
万

円
増
加
、
特
別
会
計
３
億
３
，

０
０
０
万
円
増
加
）
す
る
見
込

み
で
す
。
な
お
、
基
金
・
積
立

金
は
都
市
基
盤
の
整
備
や
国

民
健
康
保
険
給
付
費
な
ど
に

活
用
す
る
た
め
、
約
９
億
７
，

０
０
０
万
円
減
少
す
る
見
込
み

と
な
り
ま
す
。

　

今
後
と
も
将
来
に
負
担
を
極

力
先
送
り
し
な
い
財
政
運
営
に

努
め
ま
す
。

犬の登録と狂犬病予防注射

時間外窓口の利用を
毎週水曜日は19時まで

地域密着型サービス事業所
指定申請を受け付け

育英資金を支給
６月29日まで受け付け

４月16日～27日

　祝日や年末年始を除く毎週水曜日
は 19 時まで市民課と西支所市民・年
金係の窓口が利用できます（年金業

　第５期介護保険事業計画に基づく
「地域密着型サービス」を提供する事

業所の指定に係る申請を受け付けま
す。対象は平成 24 年度に小規模多機
能型居宅介護（介護予防含む）サー
ビスの実施を検討している法人。申
し込みは、所定の用紙（高齢者支援
課に備え付け。市ホームページから
ダウンロード可）に関係書類を添え
て、４月 16 日（月）必着で同課へ郵
送か持参。問同課（☎ 66・1013）

　高校や大学などに進学した人で、
経済的な理由により修学が困難な場
合に育英資金を支給。
▪支給要件　❖修学支援金・奨学金
…高校など：市民税非課税世帯（府
の高等学校奨学金の受給世帯を除く）

❖通学費補助金…高校など：低所得
世帯（生活保護基準の 1.3 倍以内）
❖入学支度金（今春入学者のみ）…
高校など：市民税非課税世帯、大学・
専修学校：低所得世帯
▪申請方法　６月 29 日（金）まで
に所定の用紙（学校教育課に備え付
け）で。
　詳しくは、同課（☎ 66・1072）へ。

　４月 16 日（月）～ 27 日（金）の
平日、市内の集会所など 71 か所で

ボックス

市政情報

母子家庭奨学金を支給
５月31日まで受け付け

　高校生までの子どもを扶養してい
る母子家庭や、父親に一定以上の障
害があり、所得が限度額以下の家庭
に支給。支給額（年額）は、乳幼児

地域の福祉活動に助成
４月11日～５月10日に受け付け

　ふれあいサロンや買い物支援など
地域コミュニティの福祉活動に取り
組む事業に助成金を交付します。対
象は次の要件を満たす団体。❖市内

市長への手紙
率直な意見お寄せください

　市政に対する意見や提言などを市
長に直接お寄せいただく「市長への
手紙」を年間を通して受け付けてい
ます。多々見市長がいただいたすべ
ての手紙に目を通し、匿名のもの以

11,000 円、 小 学 生 21,500 円、 中
学生 43,000 円、高校生 64,000 円。
申請期間は、５月 31 日（木）まで（６
月１日以降に申請した場合は月割で
支給）。毎年申請が必要。問子ども支
援課（☎ 66・1094）、西支所保健福
祉係（☎ 77・2253）

順次実施（詳細は生活環境課へ。市
ホームページにも掲載）。対象は生後
91日以上の飼い犬。費用は登録犬（案
内はがきを送付）が 3,200 円、未登
録犬が 6,200 円（登録手数料を含む）。
問同課（☎ 66・1005）

外には原則として返事をします。送
料無料の専用用紙（市役所、西支所、
加佐分室、各公民館、大浦・城南会館、
東・西図書館に備え付け）やファク
ス（62・7951）、電子メール（shicho@
post.city.maizuru.kyoto.jp か市ホー
ムページから）などでお寄せくださ
い。問広報広聴課（☎ 66・1041）

に活動拠点があり地域福祉の推進を
図る❖５人以上で規約を有する❖営
利を目的としない❖国や地方公共団
体からの補助金を受けていない。助
成額は対象経費の３分の２以内（限
度額 30 万円）。申し込みは、４月 11
日（水）～５月 10 日（木）に電話で
保健福祉企画課（☎ 66・1011）へ。

務を除く）。受付内容は、戸籍（出生・
死亡・婚姻届）、転居・転出・転入の
届け出、印鑑登録のほか、戸籍謄・
抄本、住民票写し、印鑑登録証明の
発行など。問同課（☎ 66・1001）、
同係（☎ 77・2252）

地域力再生プロジェクト支援事業
市民団体などの活動に助成

　市民団体などが取り組む地域力再
生活動に助成。対象はボランティア
団体や NPO 法人、自治会などが取
り組む環境保全・子育て支援・福祉・

防犯・文化活動など（事業費 15 万円
以上で平成 24 年度中に完了するこ
と）。交付額は事業の種類によって事
業費の３分の２以内または全額（限
度額あり）。申し込みは、５月 31 日

（木）までに所定の用紙（企画政策課、
中丹広域振興局に備え付け）で。問
同課（☎ 66・1042）

組
み
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
子
ど
も
支
援

課
（
☎
66
・
１
０
９
４
）
へ
。

予
算
概
要
を
お
知
ら
せ

選
ば
れ
る
ま
ち
づ
く
り
に
重
点
配
分

平成
24年度

公
開
事
業
評
価

平
成
24
年
度
予
算
へ
の
反
映
状
況

新産業創出に係る経費を助成募集開始

※
同
事
業
に
先
駆
け
、
４
月
～
６
月

に
民
生
児
童
委
員
連
盟
の
自
主
事

業
と
し
て
、
１
月
～
３
月
に
生
ま

れ
た
乳
児
の
い
る
家
庭
を
対
象
に
同

様
の
「
赤
ち
ゃ
ん
訪
問
」
が
実
施

さ
れ
ま
す
。
詳
し
く
は
、
保
健
福

祉
企
画
課
（
☎
66
・
１
０
１
１
）
へ
。


